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原典研究
家族保護法
（一九六七年六月一五日成立）
訳・註
　
森田
　
豊子
註
　
佐藤
　
秀信
貫井
　
万里
細谷
　
幸子
山﨑
　
和美
凡例
　
爲永
　
憲司
凡
　　
例
１
翻訳の底本には、イラン・イスラーム共和国国会附属研究センター（M
arkaz-e P
azhūhesh-hā-ye M
ajles-e S
hourā-ye E
slām
ī ）
掲
載
の
家
族
保
護
法（一
三
四
六
年
三
月
二
五
日
／
一
九
六
七
年
六
月
一
五
日
成
立）
（
Q
ānūn-e Ḥ
em
āyat-e 
K
hānevādeh, M
oṣavvab-e 1346/3/25 ）を用いた。
　
http://rc.m
ajlis.ir/fa/law
/show
/97187
ま
た、
翻
訳
に
あ
た
っ
て
は、
イ
ラ
ン
研
究
基
金（
B
onyād-e M
oṭāle‘āt-e Īrān, 
Foundation for Iranian Studies ）
ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト
に
掲
載
さ
れ
た
家
族
保
護
法（一
九
七五年）の英訳を適宜参照した
（
1）。
　
http://fi
s-iran.org/en/w
om
en/law
s/fam
ily
２
訳註に頻出する法律については、それぞれ以下のウェブサイトに掲載された原文を参照した。国会附属研究センター掲載 イラン・イスラーム共和国民法（一三一四年一月
二
〇
日
／
一
九
三
五
年
四
月
一
〇
日
成
立）
（
Q
ānūn-e M
adanī, M
oṣavvab-e 
1314/1/20 ）
　
http://rc.m
ajlis.ir/fa/law
/show
/92778
国会附属研究センター掲載の民事訴訟 （一三一八年六月二五日／一九三九年九月一七日成立）
（
Q
ānūn-e Ᾱ
yīn-e D
ādrasī-ye M
adanī, M
oṣavvab-e 1318/6/25 ）
　
http://rc.m
ajlis.ir/fa/law
/show
/93368
国会附属研究センター掲載の婚姻法（一三一〇年五月二三日／一九三一年八月一五日成立）
（
Q
ānūn R
aje‘ beh E
zdevāj, M
oṣavvab-e 1310/5/23 ）
　
http://rc.m
ajlis.ir/fa/law
/show
/92288
３
年
代
に
つ
い
て
は、
訳
文
で
は
ペ
ル
シ
ア
語
原
文
の
ヒ
ジ
ュ
ラ
太
陽
暦（イ
ラ
ン
太
陽
暦）
を
西
暦
に
換
算
し
た
上
で、
ヒ
ジ
ュ
ラ
太
陽
暦
／
西
暦
の
形
式
で
記
し
た。
一
方、
註では必要な場合を除いて西暦のみ記した。ヒジュラ太陽暦を西暦に換算する際、年代を確定しがたい場合には「一三五三／一九七四―七五年」のように記した。
４
訳
文
中
の
括
弧
の
う
ち、
「
　
」
は
ペ
ル
シ
ア
語
及
び
ア
ラ
ビ
ア
語
の
特
殊
用
語、
﹇
　
﹈
は
訳
者
に
よ
る
語
句
の
補
足、
（
　
）
は
簡
単
な
語
彙
の
説
明
や
言
い
換
え
を
示
す。
ま
た、ペルシア語及びアラビア語のローマ字転写を挿入する際にも（
　
）を用
いた。
５
ペ
ル
シ
ア
語
及
び
ア
ラ
ビ
ア
語
の
転
写
法
は
大
塚
和
夫
他
編『岩
波
イ
ス
ラ
ー
ム
辞
典』
（岩波書店、二〇〇二年）の方式に拠った。
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第一条
　
夫婦間の問題および家族の紛争を原因とするすべての民事上の争い
に
つ
い
て
は、
県
裁
判
所
が
な
け
れ
ば
（
2）、
民
事
訴
訟
法
（
3）の
手
続
き
を
経
ず
に、
郡裁判所にて審理される。
第二条
　
家
族
の
紛
争
と
は、
妻、
夫、
子、
父
方
の
祖
父、
遺
言
指
定
管
財
人
（
4）と
選
定
後
見
人
（
5）の
間
の
民
事
的
な
紛
争
を
意
味
す
る。
そ
れ
は、
民
法
の
第
七
編
（婚
姻
と
離
婚）
、
第
八
編（子）
、
第
九
編（家
族）
と
第
一
〇
編（財
産
処
分
の
禁
止
（
6）と
後
見
（
7））、
さ
ら
に
民
法
第
一
〇
〇
五
条
（
8）、
第
一
〇
〇
六
条
（
9）、
第
一
〇
二
八
条
（
10）、
第
一
〇
二
九
条
（
11）、
第
一
〇
三
〇
条
（
12）や、
﹇裁
判
所
の﹈
職
権
調
査・
決
定
事
項
に
関
す
る
法
律
（
13）の
関
連
条
項
に
よ
っ
て
生
じ
る
権
利
義
務
の
こ
と
である。
第三条
　
裁判所は、紛争の内容と権利の所在を明らかにするために必要なあ
らゆる調査を実施し、措置を講じることができる。すなわち、証人、関係者
に
対
す
る
調
査
や
ソ
ー
シ
ャ
ル
ワ
ー
カ
ー
（
14）に
よ
る
支
援
な
ど、
適
切
な
あ
ら
ゆ
る措置を講じ
る。
第四条
　
裁判所は、当事者のいずれか一方が財力に欠けていると判断した場
合、
裁
判
費
用、
専
門
家
及
び
調
停
人
（
15）手
当、
そ
の
他
諸
費
用
の
支
払
い
を
免
除
す
る。
裁
判
所
が
当
該
人
物
の
た
め
の
国
選
弁
護
人
（
16）を
直
接
任
命
す
る。
財
力
に
欠けている者が勝訴した場合、裁判所の判決に基づき、敗訴した側が上述の費用と国選弁護人の弁護料を支払う義務を負う。
第五条
　
前
条
に
記
さ
れ
た
弁
護
士
と
専
門
家
に
は
裁
判
所
の
命
令
に
従
う
義
務
が
あ
る
。
第六条
　
裁判所は、当事者の一方から請求があった場合、婚姻や離婚の原則
に関わる審理を例外として、紛争の内容 一名から三名までの調停人に付託する義務がある。調停人が意見を表明する期間は裁判所が 定する。上述の請求が審理を回避し、履行の引き延ば を図 ものであると裁判所が判断した場合、請求を棄却する。本法律における審理は、民事訴訟法に記載されている調停人の条件に制約されない。
第七条
　
一人もしくは複数の調停人は、当事者間 和解に努める。和
解が成
立しなかった場合には、決められた期間内に紛争の内容について判断 提示し、裁判所に提出す 。調停人の判断は 裁判所を通じて当事者双方に告
知
（
17）さ
れ
る
が、
告
知
日
か
ら
一
〇
日
以
内
に
異
議
申
し
立
て
が
可
能
で
あ
る。
当事者双方が調停に従う 、または規定の期間内に異議 申し立てな場合には、調停意見が採用される。異議申し立てがなされた場合、裁判所は
特
別
会
合
（
18）に
て
異
議
申
し
立
て
の
審
理
を
行
い、
判
決
を
下
す。
規
定
の
期
間
内に、調停人の意見が得られない場合には、裁判所は、事案の内容を審理し、判決を下す。
第八条
　
離
婚
宣
言
（
19）は、
裁
判
所
の
審
理
と
和
解
不
能
証
明
書
（
20）の
発
行
の
後
に
執
行される。和解不能証明書を請求する者は、裁判所に請求書を提出しなけれ
ば
な
ら
な
い。
上
記
の
請
求
書
に
は
正
当
な
理
由
が
記
入
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い。請求書の受領後、裁判所は、直接、または、必要性を認めた場合、一人もしくは複数の調停人を通じて、夫婦間の和解と離
婚回避に努める。裁
判所の努力にもかかわらず 和解が成立しなかっ 場合、裁判所は和解不能
証
明
書
を
発
行
す
る。
離
婚
登
録
所
（
21）は
上
記
の
証
明
書
の
受
理
後
に
離
婚
宣
言
を執行し、離婚登録の措置をとる。
第九条
　
妻と夫の間で離婚の合意に至った場合には、両者は自らの合意の意
思を裁判所に伝え、裁判所 和解不能証明書を発行する。夫婦が裁判所に伝えた﹇合意﹈事項の中で、子 養育と養育費の支払いの確実な履行が予見されない場合には、裁判所は本法律の第一三条に従う。夫婦から提示され
た
子
の
養
育
方
法
に
つ
い
て、
離
婚
の
成
立
後
に
紛
争
が
生
じ
た
場
合、
裁
判
所
は、
子
の
両
親、
親
族、
地
方
検
察
庁
検
察
官
の
い
ず
れ
か
の
申
し
立
て
を
受
け
て、
本法律の第一三条に従う。
第一〇条
　
婚
姻
法
第
四
条
（
22）に
関
し
て、
妻
が
夫
か
ら
委
任
さ
れ
た
離
婚
権
を
も
と
に
離
婚
を
望
む
場
合、
﹇本
法
の﹈
第
八
条
に
基
づ
い
て
和
解
不
能
証
明
書
を
裁
判
所
から取得しなければならない。
第一一条
　
民法に関わる上述の場合に加え、下記の
場合、状況に応じて妻ま
たは夫は、裁判所に和解不能証明書の発行を請求することができる。
　（一）
 妻
ま
た
は
夫
に
五
年
以
上
の
禁
錮
刑
が
確
定
し
た
場
合。
ま
た
は
罰
金
の
未
納
に
よ
り、
禁
錮
五
年
以
上
の
刑
に
処
さ
れ
た
場
合。
罰
金
と
禁
錮
刑
の
判
決
を
受
け、
合
計
で
五
年
以
上
の
禁
錮
刑
に
相
当
す
る
判
決
が
確
定
し、
そ
の
判
決
が執行中の場合。
　（二）
 いかなる種類であっても有害な薬物の常習者
（
23）に
な
り、
家
族
の
生
活
基
盤
が
損
な
わ
れ、
夫
婦
生
活
を
続
け
る
こ
と
が
不
可
能
で
あ
る
と
裁
判
所
が
判断した場合。
　（三）
 妻の同意なしに夫が別の妻を娶った場合。
　（四）
 夫
婦
の
い
ず
れ
か
一
方
が
家
庭
生
活
を
放
棄
し
た
場
合。
家
庭
生
活
を
放
棄
し
たか否か は裁判所 う。
　（五）
 夫婦のいずれか一方が、家族の名誉
（
24）と
配
偶
者
の
尊
厳
を
侵
害
す
る
罪
60イスラーム地域研究ジャーナル　Vol. 6（2014.3）
The Iranian Family Protection Law (Ratified on 15 June1967) : An Annotated Translation
を
犯
し、
裁
判
所
で
判
決
が
確
定
し
た
場
合。
家
族
の
名
誉
と
尊
厳
を
毀
損
す
る
よ
う
な
罪
で
あ
る
か
ど
う
か
に
つ
い
て
は、
夫
婦
の
状
況、
慣
習
（
25）、
そ
の
他の基準を考慮して、裁判所が判断する。
第一二条
　
夫婦の紛争が和解不能証明書の発行に至った場合は常に、裁判所
は
子
の
養
育
と
待
婚
期
間
（
26）中
の
扶
養
料
の
額
を、
夫
婦
双
方
の
品
行
と
財
政
状
況、
子
の
利
益
（
27）を
考
慮
し
て
決
定
す
る。
裁
判
所
は、
和
解
不
能
証
明
書
を
発
行
す
る
にあたって、離婚成立後の子の養育義務を定め、子が母親もしくは他の人物の下に置かれる場合には、養育方法とその費用について明らかにする義務
を
負
う。
妻
の
扶
養
料
は
夫
の
収
入
と
財
産
か
ら、
子
の
扶
養
料
は
夫
ま
た
は
妻、
ま
た
は
両
者
の
収
入
と
財
産
か
ら、
た
と
え
年
金
で
あ
っ
て
も
そ
こ
か
ら
支
払
わ
れ
る。裁判所はすべての子に対し、夫または妻または両者の収入と財産か支払額を算定し、支払いにあたって確実な方法を定める。裁判所は同様に夫婦双方の面会の手順も決める。父親か母
親が行方不明または死去した場
合、
子
と
の
面
会
権
は、
行
方
不
明
者
ま
た
は
死
亡
者
の
一
等
親
の
親
族
（
28）に
移
さ
れる。本法律の成立前に別れた両親が、子に対して、養育と監護の費用を確実な方法で支払っていない場合 は、本法律の規定が適用される。
第一三条
　
子の両親、親族、地方検察庁検察官のいずれかによる申し立てに
従
っ
て、
子
の
監
護
に
関
す
る
修
正
が
必
要
で
あ
る
と
裁
判
所
が
判
断
し
た
場
合
は、
常に過去の決定に対して修正が行われる。この場合、裁判所は適切な人物に子の監護を委任す ことができ しか いかなる場合でも監護にかかる費用は、裁判所によって支払い義務 課された者が負担する。
第一四条
　
夫が二人目の妻を娶ることを望む場合は、常に裁判所 許可を得
る必要がある。裁判所が新たに妻を娶ることを許可する場合には必要な措置をとり、可能な場合には、夫の財力と能力について最初の妻 聴取するこ
と
に
よ
り、
公
正
（
29）が
確
保
さ
れ
る。
夫
が
裁
判
所
の
許
可
を
得
る
こ
と
な
く
婚
姻しようとした場合、一三一〇―一六年（一九三一／二―三七／八） 成立した婚姻法第五条
（
30）に規定された刑罰に処される。
第一五条
　
夫は、裁判所の承認を得て、自ら が、家族の利益または自身
や妻の名誉に反する職業に従事す ことを禁止できる。
第一六条
　
下記のような場合には、裁判所の決定が確定する。それ以外の
合のみ、控訴の余地
（
31）がある。
　（一）
 和解不能証明書の発行。
　（二）
 待婚期間中の扶養料および子の養育費の決定。
　（三）
 子の監護。
　（四）
 一人または複数の子との父親、母親︹との面会権。
︺または父母が行
方不明または死亡の場合には一等親の親族との面会権。
　（五）
 第一四条に定められた︹裁判所の︺許可。
第
一
七
条
　
第
一
一
条
の
規
定
が
婚
姻
契
約
書
（
32）の
婚
姻
の
条
件
と
な
っ
て
い
る
場
合、
妻に委任された離婚権は、離婚成立の根拠となる。この離婚は民法の規定に明記されている。
第一八条
　
夫婦双方またはいずれか一方は、訴訟の
主題に入る前に、子の監
護の問題、または、子の現状や養育費の問題を、緊急に審理し、取り決める
こ
と
を
裁
判
所
に
請
求
で
き
る。
裁
判
所
に
そ
の
よ
う
な
請
求
が
な
さ
れ
た
場
合、
裁判所は同 を審理する義務を負う。子の監護や養育費について、裁判所の暫定措置が確定し、直ちに執行される。
第一九条
　
本法律の施行後、離婚登録所の長は、和解不能証明書または裁判
所の判決 提出がなければ 離婚宣言の執行と登録の手続きをすることができない。違反者は懲戒処分第四級
（
33）に処される。
　
補則
　　
和解不能証明書の有効期間は発行から三か月である。
第二〇条
　
家族の問題の審理は、裁判所に傍聴人がいない状態で行われる。
第二一条
　
裁判所の判決の執行は一般法に従う。
第二二条
　
本法律の実施規則は、 成立から三か月以内に司法省によ
り作成され、閣議決定後に施行される。
第二三条
　
政府が 施行を所管する。以上の法律 二三条と一つの補
則から構成され
、一三四六年三月一五日／一九六七年六月五日月曜日に上
院で可決され、一三四六年三月二五日／一九六七年六月一五日木曜日 国民議会
（
34）で可決された。
副議長
　
シャフィー・アミーン博士
　︻註︼
（
1）
このサイトでは、一九七五年の家族保護法の翻訳であるとして、一九六七年の家族保護法の翻訳が掲載されている。
（
2）
dādgāh-e bakhsh. 郡
裁
判
所。
革
命
前
の
裁
判
所
の
序
列
は、
中
央
に
お
か
れ
る
最
高
裁
判
所
を
頂
点
に、
下
位
に
州、
県、
末
端
に
郡
裁
判
所
が
設
置
さ
れ
る
ピ
ラ
ミ
ッ
ド
構
造
を
形
成
し
て
い
た。
民
事
訴
訟
法
第
一
○
条
は、
「他
の
法
律
に
よ
っ
て
定
め
ら
れ
て
い
る
場
合
を
除
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に
お
い
て、
「後
見」
の
訳
語
を
つ
け
て
説
明
し
て
い
る
と
お
り、
正
確
に
は「財
産
処
分
の
禁止」を指す。
（
7）「イ
ラ
ン
家
族
保
護
法
案
（二
〇
一
二
年
一
月
二
三
日
司
法
権
公
表）
」
一
五
六
頁、
註
一
一
を
参照。
（
8）
民法第一〇〇五条では、妻の居住地は夫の居住地と同一でなければならないと規定されている。
（
9）
民法第一〇〇六条では、未成年の子と制限行為能力者の居住地は、保護者もしくは後見人と同じでなければならないと規定されている。
（
10）
民法第一〇二八条では、行方不明者の財産管理の受託者について、行方不明者の残
し
た
負
債
の
支
払
い
と
と
も
に、
行
方
不
明
者
が
扶
養
す
る
者
（正
妻、
婚
姻
期
間
が
終
了
し
て
い
な
い
一
時
婚
の
妻、
子、
そ
の
他
の
被
扶
養
者
ら）
の
生
活
費
支
払
い
の
義
務
を
負
う
と規定されている。
（
11）
民法第一〇二九条で 、夫が四年以上行方不明である場合、そ 妻 離婚を請求できると規定されている。
（
12）
民法第一〇三〇条では、行方不明であった夫が離婚成立後に
帰ってきた場合、待
婚期間中であれば、離婚の無効を請求 きると規定さ ている。
（
13）
qānūn-e om
ūr-e ḥasabī. ﹇裁
判
所
の﹈
職
権
調
査・
決
定
事
項
に
関
す
る
法
律。
日
本
の
民
事
訴
訟
等
に
お
い
て、
職
権
調
査
と
は、
当
事
者
の
抗
弁
に
よ
る
指
摘
を
待
つ
こ
と
な
く、
ま
た
当
事
者
間
の
争
い
の
有
無
に
関
係
な
く、
主
と
し
て
訴
訟
要
件
又
は
個
々
の
訴
訟
行
為
の
適
法
要
件
等、
訴
訟
制
度
の
維
持
に
必
要
な
公
的
な
一
定
事
項
（例
え
ば、
管
轄
権、
当
事
者
能
力、
訴
訟
能
力、
代
理
権、
訴
え
併
合
の
要
件、
不
変
期
間
の
遵
守、
既
判
力
の
有
無、
適
用
法規等）
について、
裁判所が進んで顧慮し、
判断することを意味する
（
http://w
w
w
.
jpo.go.jp/shiryou/kijun/kijun2/pdf/sinpan_binran/36-01.pdf, accessed 20 N
ovem
ber 
2013 ）。
イ
ラ
ン
に
お
い
て
も、
同
様
に、
一
九
四
〇
年
六
月
二
三
日
成
立
の
職
権
調
査・
決
定
事
項
に
関
す
る
法
律
第
一
条
に
お
い
て、
「職
権
調
査・
決
定
事
項」
と
は、
当
事
者
間
の
紛
争
の
発
生
あ
る
い
は
訴
訟
の
提
出
が
な
く
と
も、
裁
判
所
が
調
査
し、
決
定
す
る
こ
と
が
義
務
付
け
ら
れ
た
事
柄
と
規
定
さ
れ
て
い
る。
同
法
は、
第
一
編「総
則」
、
第
二
編「後
見」
、
第
三
編「選
定
管
財
人
に
係
る
事
項」
、
第
四
編「失
踪
者
に
係
る
事
項」
、
第
五
編「遺
産
に
係
る
事
項」
で
構
成
さ
れ、
全
三
七
八
条
か
ら
成
る
（
http://rc.m
ajlis.ir/fa/law
/show
/90493, 
accessed 7 D
ecem
ber 2013 ）。
（
14）
m
adad kār-e ejtem
ā’ī. ソーシャルワーカー。社会福祉の各領域で、相談・指導業務
に
従
事
す
る
専
門
家
の
こ
と
を
指
す。
イ
ラ
ン
に
お
い
て
は、
一
九
五
八
年
に
ア
メ
リ
カ
の
指
導
を
受
け
る
形
で、
ソ
ー
シ
ャ
ル・
ワ
ー
ク
に
従
事
す
る
専
門
家
の
育
成
が
始
ま
り、
イ
ラ
ン
革
命
前
ま
で
に
四
年
制
の
学
士
課
程
（一
九
六
五
年）
、
修
士
課
程
（一
九
七
〇
年）
が
開
設
さ
れ
た
（福
祉・
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
科
学
大
学
dāneshgāh-e ‘olūm
-e behezstī va 
き、
民
事
訴
訟
の
第
一
審
は、
県
裁
判
所
及
び
郡
裁
判
所
が
所
管
す
る」
と
定
め
て
お
り、
家
族
保
護
法
第
一
条
の
規
定
は
こ
の「他
の
法
律」
に
該
当
す
る。
な
お、
「県
裁
判
所
が
な
け
れ
ば」
の
箇
所
は、
「県
裁
判
所
で
は
な
く」
と
の
解
釈
も
可
能
で
あ
る
が、
こ
こ
で
は、
凡
例
に
あ
る
英
語
訳
に
沿
っ
て、
「県
裁
判
所
が
な
け
れ
ば」
と
訳
出
し
た。
「家
族
保
護
法
（一
九
七
五
年
成
立）
」
第
一
条
で
は、
当
該
部
分
が「夫
婦
問
題
お
よ
び
家
族
の
紛
争、
後
見
人
お
よ
び
選
定
後
見
人
の
任
命、
解
任、
追
加
選
任
な
ど
の
未
成
年
に
関
わ
る
問
題
か
ら
生
じ
る
す
べ
て
の
民
事
上
の
争
い
に
つ
い
て
は、
県
裁
判
所
で、
県
裁
判
所
の
な
い
と
こ
ろ
で
は、
郡
裁
判
所
で
審
理
さ
れ
る」
と
修
正
さ
れ
た。
こ
れ
に
よ
っ
て、
明
確
に
県
裁
判
所
の
優
先
性
が
認
め
ら
れ
て
お
り、
こ
の
変
化
の
含
意
は
慎
重
に
検
討
す
る
必
要
が
あ
る。
な
お、
革
命
前
の
裁
判
所
序
列
の
実
態
に
つ
い
て
は、
例
え
ば
フ
ァ
ー
ル
ス
州
裁
判
所
の
通
史
説
明
を
参
照
の
こと
（
‟T
ārīkhche-ye D
ādgostarī-ye O
slān,” http://dadfars.ir/D
efault.aspx?tabid=
2511, ac-
cessed 5 January 2014 ）。
（
3）
qānūn-e āyīn-e dādrasī-ye m
adanī. 民
事
訴
訟
法。
同
法
は
一
九
二
一
―
二
二
年
成
立
の
民
事
裁
判
原
則
（
oṣūl-e m
oḥakem
āt-e ḥoqūqī ） を
も
と
に、
一
九
三
九
年
九
月
一
七
日
に
成
立
し、
以
降
パ
フ
ラ
ヴ
ィ
ー
朝
期
全
体
に
わ
た
っ
て、
幾
度
か
の
改
正
が
行
わ
れ
た。
一
九
七
九
年
の
革
命
後
は、
こ
の
法
律
が
暫
定
的
に
使
用
さ
れ
つ
つ、
新
た
な
後
継
法
の
制
定
作
業
が
並
行
し
て
行
わ
れ、
二
〇
〇
〇
年
四
月、
一
般・
革
命
裁
判
所
訴
訟
法
民
法
編
に
完
全
に
代
替
さ
れ
た
（司
法
権
ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト
に
お
け
る
一
般・
革
命
裁
判
所
訴
訟
法
民
法
編
改
正
法
案
の
序
文
よ
り
 http://w
w
w
.dadiran.ir/LinkC
lick.aspx?fileticket=X
416U
uW
-N
uo%
3D
&
tabid=1039 
&
m
id=1669 accessed 4 D
ecem
ber 2013 ）。革命後の裁判制度に関しては、貫井万里・
森
田
豊
子
（訳・
註）
、
佐
藤
秀
信・
細
谷
幸
子・
山
﨑
和
美
（註）
、
爲
永
憲
司
（凡
例）
「イ
ラ
ン
家
族
保
護
法
案
（二
〇
一
二
年
一
月
二
三
日
司
法
権
公
表）
」『イ
ス
ラ
ー
ム
地
域
究
ジ
ャ
ー
ナ
ル』
早
稲
田
大
学
イ
ス
ラ
ー
ム
地
域
研
究
機
構、
二
〇
一
三
年、
第
五
号、
一
五
五
頁、註三参照。
（
4）
vaṣī. 遺
言
指
定
管
財
人。
イ
ラ
ン
民
法
第
一
一
八
〇
条
で
は
未
成
年
の
子
の
後
見
人
に
な
れ
る
の
は
父
親
と
父
方
の
祖
父
で
あ
る
と
さ
れ
て
お
り、
そ
の
両
者
を「自
然
後
見
人
w
alī-ye 
qahrī 」
と
い
う。
イ
ラ
ン
民
法
一
一
八
八
条
に
よ
る
と、
子
の
父
か
父
方
の
祖
父
の
ど
ち
ら
か
は、
自
分
の
死
後
に
子
の
世
話
を
し、
財
産
管
理
を
す
る
人
物
を
指
名
し
て
お
く
こ
と
が
で
き
る。
指
名
さ
れ
た
後
見
人
の
こ
と
を「遺
言
指
定
管
財
人」
と
い
う。
（
S
hīrīn ‘E
bādī, 
Ḥ
oqūq-e K
ūdak, Tehran: K
ānūn, 1375(kh.)/1996, pp.41-84; 柳橋博之『イスラーム財産
法』東京大学出版会、二〇一二年、一六頁）
。
（
5）
qayyem
. 選
定
後
見
人。
子
に
特
定
の
後
見
人
（父、
父
方
の
祖
父、
遺
言
指
定
管
財
人）
が
い
な
い
場
合、
子
の
代
わ
り
に
法
的
な
契
約
を
行
う
人
物
と
し
て、
裁
判
所
に
よ
っ
て
任
命
さ
れる人物を選定後見人という
（
S
hīrīn ‘E
bādī, Ḥ
oqūq-e K
ūdak, p.46 ）。
（
6）
ḥajr. 「イラン家族保護法
（二〇一二年一月二三日司法権公表）
」一五六頁、註一一
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tavānbakhshī, http://usw
r.ac.ir/index.aspx?siteid=
34&
pageid=
1508, accessed 20 N
ovem
-
ber 2013 ）。
（
15）「イ
ラ
ン
家
族
保
護
法
案
（二
〇
一
二
年
一
月
二
三
日
司
法
権
公
表）
」
一
五
七
頁、
註
一
八
を
参照。
（
16）「イ
ラ
ン
家
族
保
護
法
案
（二
〇
一
二
年
一
月
二
三
日
司
法
権
公
表）
」
一
五
七
頁、
註
一
三
を
参照。
（
17）
eblāgh. 告
知。
民
事
訴
訟
法
等
の
関
連
法
令
は、
裁
判
所
が
判
断
内
容
を
告
知
し
た
後、
異
議申し立ての有効期間を一〇日間とする場合が多い。
（
18）
jalase-ye fouqolāde. 特
別
会
合。
日
本
の
裁
判
用
語
で
い
う
期
日
と
重
複
す
る
概
念
を
有
し、
会
合
は
法
廷
等
で
開
か
れ
る。
民
事
訴
訟
法
及
び
下
記
文
献
に
よ
る
と、
裁
判
所、
訴
訟
当
事
者、
そ
の
他
の
関
係
者
が
口
頭
弁
論
等
の
た
め
に
出
席
す
る
会
合
は、
予
め
組
み
立
て
ら
れ
た
審
理
の
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
に
沿
っ
て
開
か
れ
る
通
常
会
合
（
jalase-ye ‘ādī ）、
通
常
会
合
の
期
日
決
定
後
に
必
要
が
生
じ
て
開
催
さ
れ
る
臨
時
会
合
（
jalase-ye khārej az now
bat ）、
判
決
の
言
い
渡
し
に
関
す
る
協
議
を
行
う
特
別
会
合
と、
三
種
類
存
在
す
る。
特
別
会
合
は、
裁
判
所
の
期
日
指
定
を
受
け
ず、
訴
訟
当
事
者
の
出
席
を
原
則
と
し
て
必
要
と
し
な
い
（
“Jalase-ye 
dādrasī dar īrān, ” http://tebyan.net/new
index.aspx?pid=
192631, accessed 18 A
pril 2013, 
M
oham
m
ad M
ehdī H
akīm
ī, “Jalase-ye dādrasī,” http://w
w
w
.pajoohe.com
/25513/index.
php?P
age=
dehinition&
U
ID
=
34728# edn2, accessed 4 January 2014 ）。
（
19）「イ
ラ
ン
家
族
保
護
法
案
（二
〇
一
二
年
一
月
二
三
日
司
法
権
公
表）
」
一
五
八
頁、
註
二
二
を
参照。
（
20）「イ
ラ
ン
家
族
保
護
法
案
（二
〇
一
二
年
一
月
二
三
日
司
法
権
公
表）
」
一
五
七
頁、
註
一
六
を
参照。
（
21）「イ
ラ
ン
家
族
保
護
法
案
（二
〇
一
二
年
一
月
二
三
日
司
法
権
公
表）
」
一
五
八
頁、
註
二
〇
を
参照。
（
22）
一九三一年成立の婚姻法第四条において、妻側からの離婚を可能にする婚姻契約書
に
記
載
さ
れ
る
条
件
が
明
確
に
承
認
さ
れ
た。
こ
の
条
件
と
は、
長
期
間
夫
が
不
在
で
あ
る
場
合、
夫
に
よ
る
扶
養
義
務
が
放
棄
さ
れ
た
場
合、
夫
に
よ
っ
て
妻
の
生
命
が
脅
か
さ
れ
た
場
合、
夫
婦
生
活
を
耐
え
が
た
い
も
の
に
す
る
よ
う
な
悪
意
あ
る
行
為
が
行
わ
れ
た
場
合
で
あ
り、
裁
判
所
に
お
い
て、
こ
れ
ら
条
件
の
確
実
性
が
立
証
さ
れ、
最
終
的
な
判
決
が
下
さ
れ
た
後
に、
離
婚
が
成
立
す
る。
婚
姻
法
第
四
条
補
則
に
よ
る
と、
夫
婦
間
の
係
争
（
m
oḥākem
e ）
は、
第
一
審
裁
判
所
（
m
oḥākem
e-ye ebtedāī ）
に
お
い
て
民
事
裁
判
の
原
則
に
従
っ
て
実
施
さ
れ、
第
一
審
判
決
に
関
し
て
は
控
訴
や
上
告
も
可
能
で
あ
る
が、
上
記
条
件
を
利
用
す
る
権
利
が
与
え
ら
れ
て
か
ら
六
か
月
で
時
効
と
な
る
（
http://rc.m
ajlis.ir/fa/law
/show
/92288, ac-
cessed 31 M
ay 2013 ）。
イ
ス
ラ
ー
ム
法
で
は、
一
方
的
離
婚
権、
す
な
わ
ち
婚
姻
を
任
意
に
一
方
的
に
解
消
す
る
権
利
は、
夫
に
固
有
の
権
利
で
あ
り、
妻
に
は
認
め
ら
れ
て
い
な
い。
し
か
し、
夫
が
一
方
的
離
婚
権
の
行
使
を
妻
な
い
し
は
第
三
者
に
委
任
（
tafvīz̤ ）
し
た
り、
そ
の
権
限
を
譲
渡
（
tam
līk ）
す
る
こ
と
は
可
能
で
あ
る
（柳
橋
博
之『イ
ス
ラ
ー
ム
家
族
法』
三
七
二
頁）
。
離
婚
権
の
妻
へ
の
委
任
（
vekālat dar ṭalāq ）
は、
イ
ス
ラ
ー
ム
法、
民
法
お
よ
び
婚
姻
法
上、
イ
ラ
ン
で
は
有
効
で
あ
る
と
考
え
ら
れ
て
い
る。
「イ
ラ
ン
家
族
保
護
法
案
（二〇一二年一月二三日司法権公表）
」一五七頁、註一七参照。
（
23）
世界最大のケシ生産国アフガニスタンの隣国であるイランは、ケシから採取される
ア
ヘ
ン
と
ア
ヘ
ン
精
製
麻
薬
の
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
へ
の
密
輸
ル
ー
ト
と
し
て
知
ら
れ
て
い
る。
イ
ラ
ン
に
お
け
る
薬
物
依
存
に
関
連
す
る
政
策
は、
国
内
外
の
様
々
な
要
因
に
よ
っ
て、
何
度
か
の
大
き
な
方
向
転
換
を
経
て
今
日
に
至
っ
て
い
る。
こ
こ
で
は
革
命
前
の
状
況
に
限
っ
て
記
す。
革
命
前
の
薬
物
依
存
の
多
く
は
ケ
シ
由
来
の
薬
物
に
よ
る
も
の
で
あ
っ
た。
依
存
性
薬
物
の
使
用
を
規
制
す
る
最
初
の
法
は、
立
憲
革
命
後
の
一
九
一
一
年
の「ア
ヘ
ン
制
限
法
（
qānūn-e taḥdīd-e taryāk ）」
で
あ
っ
た。
そ
の
後、
一
九
二
八
年
の
ア
ヘ
ン
売
買
を
政
府
の
占
有
と
す
る「ア
ヘ
ン
専
売
法
（
qānūn-e enḥesār-e doulatī-ye taryāk ）」
の
施
行
を
経
て、
一
九
五
五
年、
ケ
シ
の
栽
培
と
ア
ヘ
ン
使
用
を
全
面
禁
止
と
す
る「ケ
シ
栽
培
ア
ヘ
ン
使
用
禁
止
法
（
qānūn-e m
an’-e kesht-e khashkhāsh va este’em
āl-e taryāk ）」
の
制
定
に
至
っ
た。
し
か
し、
一
九
六
九
年
に
な
る
と、
イ
ラ
ン
政
府
は
厳
し
い
方
針
か
ら
一
変
し
て、
ケ
シ
の
栽
培
と
依
存
性
薬
物
の
違
法
取
引
（生
産
者
と
販
売
者）
に
対
し
て
重
い
刑
罰
を
課
す
一
方
で、
ア
ヘ
ン
類
依
存
症
者
を
犯
罪
者
と
し
て
扱
う
の
で
は
な
く、
治
療
の
対
象
と
す
る
対
応
策
を
提
示
し
た。
一
九
六
九
年
の「ケ
シ
の
限
定
的
栽
培
と
ア
ヘ
ン
配
給
許
可
法
（
qānūn-e ejāze-ye 
kesht-e m
aḥdūd-e khashkhāsh va sodūr-e taryāk ）」
の
下
で
は、
政
府
管
理
下
の
地
域
に
限
定
し
て
ケ
シ
の
栽
培
が
認
め
ら
れ、
医
師
か
ら
ア
ヘ
ン
維
持
療
法
の
処
方
を
受
け
た
者
と
五
〇
歳
以
上
の
ア
ヘ
ン
類
依
存
症
者
に
対
し
て
は、
ア
ヘ
ン
配
給
の
ク
ー
ポ
ン
が
配
布
さ
れ
た。
し
か
し
ア
ヘ
ン
類
依
存
症
者
の
数
は
減
少
せ
ず、
一
九
七
五
年
の
半
ば
に
は
少
な
く
見
積
も
っ
て
も
人
口
の
約
二
・
五
％
が
ア
ヘ
ン
類
依
存
症
者
で
あ
っ
た
と
推
測
さ
れ
て
い
る
（
Fariborz R
ais-
dana and A
hm
ad G
haravi N
akhjavani, “The D
rug M
arket in Iran, ” T
he A
nnals of the 
A
m
erican A
cadem
y of P
olitical and Social Science, 582, 2002, pp.149-166 ）。
ア
ヘ
ン
類
依
存
症
者
の
増
加
に
も
か
か
わ
ら
ず、
一
九
七
〇
年
代
に
配
偶
者
の
薬
物
依
存
を
理
由
と
し
た
離
婚
は、
全
体
の
二
％
に
満
た
な
か
っ
た
（
M
ehdi Tavallaei, et al., “A
 B
rief R
eview
 on In-
fl
uence of Illegal D
rugs on D
ivorce as a F
am
ily P
roblem
 am
ongst Iranian C
om
m
unity,” 
IP
E
D
R
, 10, 2011, pp.389-393 ）。
（
24）
ḥeisīyat. 名
誉。
イ
ス
ラ
ー
ム
法
で
は
原
則
的
に、
婚
姻
以
外
の
性
的
関
係
を
認
め
て
お
ら
ず、
そ
れ
を
犯
し
た
場
合
に
は、
姦
通
罪
と
し
て
ハ
ッ
ド
刑
が
適
用
さ
れ
る。
と
り
わ
け、
女
性
の
場
合、
そ
の
監
督
責
任
は
彼
女
の
一
族
（特
に
父
や
兄）
に
帰
せ
ら
れ、
そ
の
失
敗
は
一
族
の
名
誉
を
傷
つ
け、
恥
と
も
な
る。
イ
ス
ラ
ー
ム
法
に
基
づ
く
男
女
の
空
間
分
離
と
い
う
社
会
規
範
や
女
性
の
ヴ
ェ
ー
ル
着
用
慣
行
な
ど
は、
女
性
が
親
族
以
外
の
男
性
と
接
触
す
る
機
会
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を
で
き
る
だ
け
少
な
く
し、
彼
女
が
誤
り
を
犯
す
可
能
性
を
減
ら
し、
彼
女
お
よ
び
一
族
の
性
的
名
誉
を
守
る
と
い
う
観
点
か
ら
正
当
化
さ
れ
る。
身
内
の
娘
が
性
的
な
不
始
末
を
犯
し
て
妊
娠
し
た
り、
彼
女
の
貞
操
を
疑
う
噂
が
世
間
に
広
ま
っ
た
り
し
た
場
合、
一
族
の
名
誉
を
守
る
た
め
に
彼
女
を
殺
害
す
る
と
い
う
慣
行
（名
誉
殺
人）
が、
今
日
で
も
イ
ス
ラ
ー
ム
世
界
の
一
部
に
残
っ
て
い
る
（大
塚
和
夫
他
編『岩
波
イ
ス
ラ
ー
ム
辞
典』
六
四
七
―
六
四
八、
九
九
三
頁）
。
（
25）
‘orf. 慣
習、
慣
行。
 ウ
ル
フ
と
は、
多
く
の
人
々
が
繰
り
返
し
行
う
行
為
や
言
葉
遣
い
を
指
し、
ア
ー
ダ
（
‘āda ）
と
同
様
の
意
味
を
持
つ。
イ
ス
ラ
ー
ム
法
源
学
で
は、
厳
密
に
は、
慣
習
は
法
源
と
し
て
有
効
で
は
な
い
と
さ
れ
る。
し
か
し、
実
際
に
は、
婚
姻
契
約
中
に
婚
資
支
払
の
方
法
に
関
す
る
取
決
め
が
欠
け
て
い
る
場
合
に
は
慣
習
に
従
う
な
ど、
慣
習
が
法
学
の
規
定
を補充する役割を果してき
（大塚和夫他編『岩波イスラーム辞典』二〇、
二九七
―
二
九
八
頁、
Ja‘afarī L
angarūdī, M
oḥam
m
ad Ja‘afar, Term
īnolozhī-ye Ḥ
oqūq, Tehran: 
E
nteshārāt-e G
anj D
ānesh, 1392, pp. 439, pp. 447-448 ）。
（
26）「イ
ラ
ン
家
族
保
護
法
案
（二
〇
一
二
年
一
月
二
三
日
司
法
権
公
表）
」
一
五
八
頁、
註
二
三
を
参照。
（
27）「イ
ラ
ン
家
族
保
護
法
案
（二
〇
一
二
年
一
月
二
三
日
司
法
権
公
表）
」
一
五
九
頁、
註
二
四
を
参照。
（
28）
aqrebā-ye ṭabaqeh-ye avval. 一
等
親
の
親
族。
民
法
第
一
〇
三
一
条
に
よ
れ
ば、
親
族
関
係
は、
血
縁
関
係
（
qarābat-e nasabī ）
の
あ
る
血
族
と、
婚
姻
に
よ
っ
て
発
生
す
る
姻
戚
関
係
（
qarābat-e sebabī ）
で
成
り
立
つ
姻
族
の
二
種
類
か
ら
成
る。
そ
し
て、
民
法
第
一
〇
三
二
条
は、
血
族
の
等
級
を、
三
段
階
で
規
定
し
て
い
る。
一
等
親
の
血
族
に
は、
父、
母、
子、
孫
が
含
ま
れ、
二
等
親
と
し
て
祖
父
母、
兄
弟、
姉
妹、
甥、
姪、
三
等
親
の
血
族
と
し
て
父
方
の
お
じ、
お
ば、
従
兄
弟、
従
姉
妹
と、
母
方
の
お
じ、
お
ば、
従
兄
弟、
従
姉
妹
が
挙
げ
ら
れ
て
い
る。
な
お、
民
法
第
一
〇
三
三
条
に
よ
れ
ば、
妻
の
父
母
は
夫
に
と
っ
て
一
等
親
の
姻
族、妻の兄弟姉妹は夫にとって二等親の姻族と規定される。
（
29）
‘edālat. 公
正。
ア
ラ
ビ
ア
語
の
ア
ダ
ー
ラ
（
‘adāla ）
に
相
当
す
る。
原
義
は「均
衡
を
保
つ
こと」
。転じて、行為や裁定において公正に振舞うことを意味する
（大塚和夫
他編
『岩波イスラーム辞典』三六三頁）
。
 公正の確保は、イスラーム法にて最重要の概
念
と
考
え
ら
れ
て
お
り、
複
数
の
妻
を
公
平
に
扱
え
な
い
場
合
は
一
人
の
妻
の
み
に
し
て
お
く
よ
う
に
と
ク
ル
ア
ー
ン
に
て
言
及
さ
れ
て
い
る。
大
塚
和
夫
他
編
 『岩
波
イ
ス
ラ
ー
ム
辞
典』
一四五頁、
「イラン家族保護法案
（二〇一二年一月二三日司法権公表）
」一五九頁、
註二七を参照。
（
30）
婚姻法第五条によると、夫婦はいずれも、婚姻契約の前に相手を騙し、偽りの下で婚姻契約を締結した場合には、六か月から二年の禁錮刑が宣告される。
（
31）
pazhūhesh-pazīr. 控
訴
の
余
地。
民
事
訴
訟
の
控
訴
全
般
に
つ
い
て
は、
民
事
訴
訟
法
第
四
七
五
―
五
二
〇
条
を、
そ
の
う
ち
公
訴
が
受
理
さ
れ
る
判
決
お
よ
び
決
定
の
種
類
等
に
関
し
ては、第四七五―四八一条を参照。
（
32）
varaqe-ye ‘aqd-e ezdevāj. 
婚
姻
契
約
書。
イ
ラ
ン
に
お
け
る
結
婚
の
儀
式
は、
求
婚
（
khāstegār ）、
婚
約
（
nām
zadī ）、
婚
姻
契
約
式
（
‘aqd ）、
結
婚
祝
賀
会
（
‘arūsī ）
か
ら
構
成
さ
れ
て
い
る
が、
中
で
も、
婚
姻
契
約
式
を
行
う
こ
と
に
よ
り、
イ
ス
ラ
ー
ム
法
上、
合
法
的
な
婚
姻
で
あ
る
と
認
識
さ
れ
る。
婚
姻
契
約
式
の
際
に、
婚
姻
契
約
書
（
‘aqd-nām
e ）
が
読
み
上
げ
ら
れ、
公
式
に
承
認
か
つ
署
名
さ
れ
る
（
http://w
w
w
.iranicaonline.org/articles/aqd-
m
arriage-contrucl-rnarriagc-contruct-cerem
onv, accessed 25 June 2013,　
http://w
w
w
.
iranicaonline.org/articles/aqd-nam
a-contract, accessed 25 June 2013, http://w
w
w
.iranica-
online.org/articles/m
arriage-contract-in-the-pre-islam
ic-period, accessed 25 June 2013 ）。
イ
ス
ラ
ー
ム
法
に
お
い
て、
婚
姻
は
家
族
制
度
の
根
幹
を
な
す
契
約
と
さ
れ、
イ
ス
ラ
ー
ム
法
学
者
は、
婚
姻
制
度
に
宗
教
的
に
も
社
会
的
に
も
重
要
な
意
義
を
認
め
て
き
た。
現
在
で
も、
イ
ス
ラ
ー
ム
法
に
基
づ
い
た
婚
姻
契
約
が
整
え
ら
れ
て
初
め
て、
婚
姻
が
イ
ス
ラ
ー
ム
法
上
合
法
で
あ
る
と
見
な
さ
れ
る。
婚
姻
契
約
の
際
に
は、
花
婿、
花
嫁
の
父
親
（花
嫁
の
後
見
人）
、
証
人
（シ
ャ
ー
ヒ
ド
 shāhid 、
通
常
は
公
正
な
成
年
男
子
二
名︹た
だ
し、
シ
ー
ア
派
で
は
通
常、
証
人
は
必
要
と
さ
れ
な
い。
ス
ン
ナ
派
の
場
合
も
法
学
派
に
よ
り
証
人
の
有
無
や
数
な
ど
に相違がある︺
、婚姻契約公証人
（マアズーン
 m
a’zūn ）
が出席し、婚姻契約書に婚
資
（マ
フ
ル
 m
ahr ）
の
金
額、
二
人
目
以
降
の
妻
を
娶
る
場
合
は
元
か
ら
居
た
妻
の
承
諾
の
意
思
な
ど
を
記
し、
新
郎
新
婦、
二
人
の
証
人、
婚
姻
契
約
公
証
人
が
署
名
す
る。
婚
資
（マ
フ
ル）
とは、男性か
ら女性に支払われるお金であり、前納のマフル
（結納金）
と後納
の
マ
フ
ル
（離
婚
時
の
慰
謝
料）
が
あ
る
（大
塚
和
夫
他
編『岩
波
イ
ス
ラ
ー
ム
辞
典』
二〇〇二年、三五五―三五七、
三六三、
九二八）
。
（
33）
m
ojāzāt-e entezām
ī az daraje-ye chahārom
 be bālā. 懲戒処分第四級以上。一九三七年
六
月
五
日
に
成
立
し
た「公
的
登
録
機
関
法
（
qānūn-e daftar-e asnād-e rasm
ī ）」
の
第
四
二
条
は、
公
証
人
等
に
対
す
る
懲
戒
処
分
の
種
類
と
し
て、
第
一
級
は
口
頭
注
意、
第
二
級
は
注
意
の
官
報
掲
載、
第
三
級
は
罰
金
五
〇
〇
―
一
〇
〇
〇
リ
ヤ
ー
ル、
第
四
級
は
停
職
三
か
月
―
一
年、
第
五
級
は
降
格、
第
六
級
は
解
雇
と
規
定
し
て
お
り、
懲
戒
処
分
第
四
級
以
上
は
停
職、
降
格、
解
雇
の
い
ず
れ
か
に
相
当
す
る。
そ
の
後
一
九
七
五
年
七
月
一
六
日
に
成
立
し
た
 
「公
的
登
録
機
関
及
び
公
証
人・
公
証
人
協
会
法
（
qānūn-e dafātor-e asnād-e rasm
ī va 
kānūn-e sardaftarān va daftaryārān ）」の第三八条にて、
 第一級は注意の記録、第二級
は
五
〇
〇
―
二
万
リ
ヤ
ー
ル
の
罰
金、
第
三
級
は
停
職
三
か
月
―
六
か
月、
第
四
級
は
停
職
六
か
月
―
二
年、
第
五
級
は
解
雇
と
改
定
さ
れ
た。
現
在
の
懲
戒
処
分
は、
二
〇
一
一
年
一
一
月
一
九
日
に
改
定
さ
れ
た
「
公
的
登
録
機
関
・
公
証
人
協
会
規
則
（
āyīnnām
e-ye qānūn-e daftar-
e asnād-e rasm
ī va kānūn-e sardaftarān va daftaryārān ）」にて、第一級は記録を伴う口
頭
注
意、
第
二
級
は
一
〇
万
―
一
〇
〇
万
リ
ヤ
ー
ル
の
罰
金、
第
三
級
は
停
職
三
か
月
―
六
か
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月、第四級は停職六か月―二年、第五級は解雇と定められている。
（
34）
m
ajles-e shourā-ye m
ellī. 国
民
議
会
（イ
ラ
ン
国
会）
。
単
に「マ
ジ
ュ
レ
ス」
と
も
呼
ば
れ、
「国
民
諮
問
評
議
会」
と
も
訳
さ
れ
る。
イ
ラ
ン
立
憲
革
命
（一
九
〇
五
―
一
一）
で
は、
一
九
〇
五
年
一
二
月
よ
り
民
衆
蜂
起
が
始
ま
り、
イ
ラ
ン
史
上
初
め
て
憲
法
公
布
と
国
会
設
置
が
実
現
（第
一
次
立
憲
制、
一
九
〇
六
年
一
〇
月
―
一
九
〇
八
年
六
月）
、
第
一
期
国
民
議
会
（一
九
〇
六
年
一
〇
月
―
一
九
〇
八
年
六
月）
が
発
足
す
る。
だ
が、
ガ
ー
ジ
ャ
ー
ル
朝
（一七九六―一九二五年）
第六代国王モハンマド・アリー・シャー（在位一九〇七
―
〇
九）
が、
一
九
〇
八
年
六
月
に
反
革
命
ク
ー
デ
タ
に
よ
っ
て
国
民
議
会
を
解
散
さ
せ、
憲
法も停止させた
（小専制、一九〇八年七月―一九〇九年七月）
。対して、イラン北
部
の
タ
ブ
リ
ー
ズ
や
ラ
シ
ュ
ト
な
ど
地
方
都
市
で
立
憲
制
擁
護
の
た
め
に
人
々
が
武
装
蜂
起
し
て
首
都
テ
ヘ
ラ
ン
に
攻
め
入
り、
国
王
の
退
位
と
国
民
議
会
（第
二
期、
一
九
〇
九
年
一
一
月
―
一
九
一
一
年
一
二
月）
な
ら
び
に
憲
法
の
復
活
を
実
現
し
た
（第
二
次
立
憲
制、
一
九
〇
九
年
七
月
―
一
九
一
一
年
一
二
月）
。
し
か
し
英
露
に
よ
る
干
渉
を
受
け
て
立
憲
革
命
は
挫
折、
失
敗
に
終
わ
る。
二
年
あ
ま
り
を
経
て、
第
三
期
国
民
議
会
（一
九
一
四
年
一
二
月
―
一
九
一
五
年
一
二
月）
が
召
集
さ
れ
た
が、
そ
の
後
は
第
一
次
世
界
大
戦
（一
九
一
四
―
一
八）
の
混
乱
も
あ
っ
て、
国
民
議
会
は
五
年
以
上
中
断
さ
れ
た。
そ
の
間、
イ
ラ
ン・
コ
サ
ッ
ク
軍
の
司
令
官
レ
ザ
ー・
ハ
ー
ン
（一
八
七
八
―
一
九
四
四）
が、
一
九
二
一
年
二
月
の
ク
ー
デ
タ
を
経
て、
一
九
二
五
年
に
パ
フ
ラ
ヴ
ィ
ー
朝
（一
九
二
五
―
七
九）
を
樹
立
し、
レ
ザ
ー・
シ
ャ
ー・
パ
フ
ラ
ヴ
ィ
ー
と
し
て
初
代
国
王
（在
位
一
九
二
五
―
四
七）
に
即
位
し
た。
レ
ザー・シャーの時代、国民議会は第四期
（一九二一年六月―一九二三年六月）
、第
五
期
（一
九
二
四
年
二
月
―
一
九
二
六
年
二
月）
、
第
六
期
（一
九
二
六
年
七
月
―
一
九
二
八
年
八
月）
、
第
七
期
（一
九
二
八
年
一
〇
月
―
一
九
三
〇
年
一
一
月）
、
第
八
期
（一
九
三
〇
年
一
二
月
―
一
九
三
三
年
一
月）
、
第
九
期
（一
九
三
三
年
三
月
―
一
九
三
五
年
四
月）
、
第
一
〇
期
（一
九
三
五
年
六
月
―
一
九
三
七
年
六
月）
、
第
一
一
期
（一
九
三
七
年
九
月
―
一
九
三
九
年
九
月）
、
第
一
二
期
（一
九
四
〇
年
一
〇
月
―
一
九
四
一
年
一
〇
月）
に
わ
た
り
召
集
さ
れ
た。
レ
ザ
ー・
シ
ャ
ー
は、
第
二
次
世
界
大
戦
（一
九
三
九
―
一
九
四
五）
下
で
中
立
を
宣
言
す
る
が、
一
九
三
〇
年
代
後
半
の
対
ド
イ
ツ
傾
斜
と
対
ソ
援
助
物
資
輸
送
の
必
要
性
に
よ
り
実
施
さ
れた英ソ両軍の共同進駐
（一九四一年八月―九月）
を受け退位に至る
（同年九月）
。
退
位
し
た
父
の
後
を
継
ぎ
第
二
代
国
王
モ
ハ
ン
マ
ド・
レ
ザ
ー・
シ
ャ
ー（在
位
一
九
四
一
―
七
九）
が
即
位
す
る
と、
国
民
議
会
は
第
一
三
期
（一
九
四
一
年
一
一
月
―
一
九
四
三
年
一
一
月）
、
第
一
四
期
（一
九
四
四
年
二
月
―
一
九
四
六
年
三
月）
、
第
一
五
期
（一
九
四
七
年
七
月
―
一
九
四
九
年
七
月）
、
第
一
六
期
（一
九
五
〇
年
二
月
―
一
九
五
二
年
二
月）
、
第
一
七
期
（一九五二年四月―一九五三年一二月）
、第一八期
（一九五三―一九五六）
、第一九
期
（一
九
五
六
―
一
九
六
〇）
に
わ
た
り
召
集、
そ
の
後
も
第
二
四
期
ま
で
開
か
れ
た。
女
性
議
員
も
参
加
す
る
第
二
一
期
国
民
議
会
が
召
集
さ
れ
た
の
は
一
九
六
三
年
一
〇
月、
国
民
議
会
と
し
て
の
最
後
の
マ
ジ
ュ
レ
ス
が
開
催
さ
れ
た
の
は
一
九
七
九
年
二
月
で
あ
る。
一
九
五
三
年
の
ク
ー
デ
タ
を
経
て、
モ
ハ
ン
マ
ド・
レ
ザ
ー・
シ
ャ
ー
は
ア
メ
リ
カ
の
後
ろ
盾
に
よ
り
独
裁
化
を
進
め、
一
九
六
三
年
に「白
色
革
命
（国
王
と
人
民
の
改
革）
」
を
断
行
し
た
が、
イ
ス
ラ
ー
ム
法
に
抵
触
す
る
と
し
て
ウ
ラ
マ
ー
は
強
く
反
発
し
た。
一
九
七
〇
年
代
末
に
は
開
発
投
資
が
鈍
化
し
て
失
業
率
が
上
昇、
未
曾
有
の
イ
ン
フ
レ
が
貧
困
層
を
直
撃
す
る
な
ど、
都
市
と
農村の文化的・経済的格差が拡大して社会が不安定化し、イラン革命
（一九七九）
へ
と
至
る。
同
革
命
後、
ホ
メ
イ
ニ
ー
師
の
弟
子
を
中
心
と
す
る
イ
ス
ラ
ー
ム
主
義
者
が
権
力
闘
争
に
勝
利
し、
イ
ス
ラ
ー
ム
法
（シ
ー
ア
派
一
二
イ
マ
ー
ム
派
法
学
ジ
ャ
ア
フ
ァ
ル
学
派）
と「イ
ス
ラ
ー
ム
法
学
者
の
統
治」
を
統
治
の
基
本
と
す
る
イ
ラ
ン・
イ
ス
ラ
ー
ム
共
和
国
憲
法
が
制
定
さ
れ
た。
同
憲
法
に
基
づ
き、
国
民
議
会
は「イ
ス
ラ
ー
ム
諮
問
評
議
会
（
m
ajles-e 
shourā-ye eslām
ī ）」
に
名
称
を
変
更
さ
れ
た。
（
http://w
w
w
.irancham
ber.com
/history/con-
stitutional_revolution/constitutional_revolution.php, accessed 20 N
ovem
ber 2013; 大塚和
夫
他
編『岩
波
イ
ス
ラ
ー
ム
辞
典』
一
七
六
―
一
七
七、
一
〇
六
三
―
一
〇
六
四
頁
; Janet 
A
fary, T
he Iranian C
onstitutional R
evolution, 1906-1911; G
rassroots D
em
ocracy, Social 
D
em
ocracy, and the O
rigins of F
em
inism
, N
ew
 York: C
olum
bia U
niversity Press, 1996, 
pp. 63-88, 258-283; 桜井啓子『現代イラン――神の国の変貌』岩波書店、二〇〇一
年
; Ervand A
braham
ian, Iran B
etw
een Tw
o R
evolutions, Princeton: Princeton U
niversity 
P
ress, 1982, pp. 10, 87-92, 93-96, 102-109, 420-423, 442 ）。
